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債務者に対す
る財産調査等
の不実施
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　適切な債権管理のために財産調査や場合に
よっては法的措置等の実施が必要である。
　愛媛県の債権管理マニュアルでは、滞納期間が
滞納3か月超で、債務者に支払能力がある（無資
力又はこれに近い状態以外）場合、強制徴収の実
施が可能であり、そのためにも、調査先の任意協
力が前提となるが、財産調査は必要不可欠であ
る。
　さらに、財産調査により、支払能力の有無の判断
も客観的に行われることになり、債務免除、徴収停
止や債権放棄（原則として消滅時効が経過済みで
あることが必要。）の対応にもつなげることが可能に
なる。
　財産調査の実効性確保のため、行政間の情報
収集について債務者から事前に同意書を徴して
おくことも有効である。

　当該債権は私債権であることから、財産調
査の実施にあたっては、債務者の同意が必要
であるが、現在貸付済みの債権については、
この同意が得られていない。
　このため、債務者や連帯保証人、母子父子
相談員への聞き取り調査や市町等の関係機
関からの情報も考慮しながら、必要に応じて
同意を得て財産調査を実施するほか、今後の
貸付事案については、事前に同意を得るなど
財産調査が速やかに実施できるよう、令和2年
度中に愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉
法施行細則の改訂を検討している。

　当該債権は私債権であることから、財産調
査の実施にあたっては、債務者の同意が必要
であるが、現在貸付済みの債権については、
この同意を得るのが困難な事例がある。
このため、引き続き、債務者や連帯保証人、
母子父子相談員への聞き取り調査や市町等
の関係機関からの情報も考慮しながら、必要
に応じて同意を得て財産調査を実施するほ
か、今後の貸付事案については、事前に同意
を得るなど財産調査が速やかに実施できるよ
う体制を整えることとしており、愛媛県母子及
び父子並びに寡婦福祉法施行細則を改定す
る作業を進めている。

　当該債権は私債権であることから、財産調
査の実施にあたっては、債務者の同意が必要
であるが、現在貸付済みの債権については、
この同意を得るのが困難な事例がある。
このため、引き続き、債務者や連帯保証人、
母子父子相談員への聞き取り調査や市町等
の関係機関からの情報も考慮しながら、必要
に応じて同意を得て財産調査を実施するほ
か、今後の貸付事案については、事前に同意
を得るなど財産調査が速やかに実施できるよ
う体制を整えることとしている。

　当該債権は私債権であることから、財
産調査の実施にあたっては、債務者の
同意が必要であるが、現在貸付済みの
債権については、この同意を得るのが
困難な事例があるため、引き続き、債務
者や連帯保証人、母子父子相談員へ
の聞き取り調査や市町等の関係機関か
らの情報も考慮しながら、必要に応じて
同意を得て財産調査を実施するほか、
今後の貸付事案については、事前に同
意を得られるよう債務者と協議しながら
対応を行っていくこととしている。
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不十分な時効
中断措置の実
施及び時効管
理
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　安易に消滅時効を完成させないため、時効管理
を徹底するとともに、分割払いの返済期限毎に進
行する消滅時効について時効の中断措置を徹底
する必要がある。
　限られた人員配置の中で、時効管理を網羅的、
確実に行うためには情報システムによる対応が望
ましい。
　債権管理システムの償還状況明細には、「納入
月」と「納入日」欄がある。履行期限到来済納入月
が指定する一定の年月以前で納入日欄がブラン
ク、すなわち収入未済の債権を抽出することによ
り、時効の完成前に時効完成予備軍の債権に対
する検討を網羅的に実施することができると考え
る。
　また、時効中断措置の内容（記号にすれば簡素
化できる。）及び時効中断措置日を債権管理シス
テム上に登録し、時効完成予定日を自動計算でき
るようにするなどにより時効管理を情報システム上
実施するなどにより効率的な時効管理が可能にな
ると考える。

　大型電子計算機内の母子寡婦貸付金管理
システムを活用し、各債権ごとの時効管理を
行うために必要なデータを手作業により抽出・
整理を行っており、時効管理ができる体制を
令和2年度中に整える。
　なお、個別債権の時効管理については、現
行のシステムでは対応していないため、令和５
年度に予定されている大型電子計算機の廃
止に伴う母子寡婦福祉資金管理システムの更
新にあわせて実装・導入することを検討した
い。

　個別債権の時効管理については、現行のシ
ステムでは対応していないが、令和４年度から
大型電子計算機の廃止に伴う母子寡婦福祉
資金管理システムの更新に着手する予定であ
り、この際に実装・導入するよう事前協議を行
うとともに、整備に係る経費について、令和４
年度から５年度にかけて予算措置を行ってい
る。

　個別債権の時効管理については、現行のシ
ステムでは対応していないが、令和５年度から
新たな母子父子寡婦福祉資金貸付金に係る
債権管理システムを導入する予定であり、この
際に実装・導入することができるよう現在調整
中である。

　　個別債権の時効管理については、
新たな母子父子寡婦福祉資金貸付金
システムの導入の際にベンダーとも協
議を行い、整理が可能となった。
　ご意見の形での項目構築については
別途費用がかかるため、今回新たに構
築したシステムの中での時効起算日を
管理する形で、時効完了予定日などを
抽出し、時効到来前債権対応について
の検討材料として活用していく。
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税外債
権全般

税外債権に対
するコンビニ
収納の導入

出
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局
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　愛媛県の県税に対する取組みとして「自動車税」につ
いて、平成20年度に自動車税の「コンビニ収納」を開始
している。税外債権についてはコンビニ収納を導入して
いないが、税外債権についても納入者の利便性を促進
することで収入未済額の発生の抑制に寄与するものと
考える。
　このため、税外債権の収納手段の多様化の一環として
納入者の利便性を高めるためにコンビニ収納の導入を
検討することが望まれる。

　コンビニ収納については、手数料などの費
用負担を要することから、納入者の利便性や
納入見込額との費用対効果等を勘案しながら
導入を検討することといたしたい。

　コンビニ収納については、手数料などの費
用負担を要することから、納入者の利便性や
納入見込額との費用対効果等を勘案しながら
導入を検討することといたしたい。

　コンビニ収納については、手数料などの費
用負担を要することから、納入者の利便性や
納入見込額との費用対効果等を勘案しながら
導入を検討することといたしたい。

　税外債権の収納手段の多様化の一環とし
て、納入者の利便性を高めるために、コンビ
ニ収納に限らず、クレカ払いやネットバンキ
ング、スマホ決裁アプリによる納付等、収納
手段のデジタル化等についての検討を進
めているところである。
　収納手段の多様化を図るためには、手数
料やシステム改修費等の費用負担を要する
ことから、費用対効果等を勘案しながら検討
することといたしたい。

検討
中
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児童福祉
施設入所
措置費負
担金

児童福祉施設
入所措置費負
担金の回収体
制の強化
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　規定どおり支払っている扶養義務者が少しでも不公平
感を感じないように、現在検討を進めている徴収検討会
議等での効果的な徴収方法のノウハウをより蓄積し、こ
れらを負担金徴収マニュアルに明確化することで、限ら
れた人員の中で効果的に回収作業を行える体制整備を
より推進することが望ましい。
　滞納処分の例による財産調査や財産差押えのほか、
同じ強制徴収債権である税務当局の保有する情報を共
有し、同マニュアルに反映することも考えられる。

　徴収検討会議等の議論を踏まえ、今後、計
画的な回収作業を行うための体制整備や情
報共有の在り方等について検討を進めてい
く。

　徴収検討会議等の議論を踏まえ、引き続
き、計画的な回収作業を行うための体制整備
や情報共有の在り方等について検討を進め
ていく。

　徴収検討会議等の議論を踏まえ、引き続
き、計画的な回収作業を行うための体制整備
や情報共有の在り方等について検討を進め
ていく。

　児童の措置決定の際に、保護者に対し
て、負担金制度を丁寧に説明し、理解を求
めるとともに、未払いとなっている保護者に
対しては、児童福祉司が機会あるごとに納
入を促し、徴収に努めているところ。
　計画的な回収作業を行うための体制整備
や情報共有の在り方等については、引き続
き、検討を進めていく。

検討
中
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和元年度包括外部監査に対する対応状況・方針等（令和５年度対応）
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